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要分野とされており、それらの分野を支えるのは Science, Technology, Engineering, and 
Mathematics 即ち STEM 教育であるとの認識がある。
　そのような中、米国大統領科学技術諮問委員会（PCAST）は、2012 年 2 月に「優越を
目指して取り組め：100 万人の科学技術工学数学の学位をもつ大学学部卒業生の新たな輩
出」のレポートを大統領に提出した。そこでは、米国が今後も科学技術分野での優位性を

























































支えるのは Science, Technology, 

































政 策 と し て 重 要 視 さ れ て い る
テーマの一つは STEM 教育であ
る。大統領科学技術諮問委員会
（President’s Council of Advisors 
on Science and Technology-




and Inspire：K-12 Education in 
Science, Technology, Engineering 
and Math （STEM） for America’s 
Future）」を大統領に提出した3）。
さらに、2012 年 2 月には「優越を
2 PCASTレポートの概要と我が国への参考点





Excel: Producing One Million Ad-
ditional College Graduates with 















を今後 10 年間において 100 万人
増員することが必要であるという
















































































































ことは、2 年制および 4 年制の全
ての大学において共通である。こ
























数を 40% から 50% に高々 10% 増
加させるだけで年間 7 万 5 千人の
増加が見込まれ、これにより目標
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注3　デザイン思考教育の実例や重要性については、本誌 2012年 9・10月号（参考文献 8）で指摘している。








図表 3　提言 2へのアクションプラン 2項目
出典：参考文献4）










































































































である。例えば、2010 年 9 月に
















































































図表 5　提言 3へのアクションプラン 4項目
出典：参考文献4）
[4]–1：高校生向けの教育省夏期 STEM 学習プログラムに資金配分を行う。
[4]–2：NSF プログラム、および範囲を拡大した労働省プログラムによって、2 年制から 4 年制の高等教
育機関への進路を広げる。
[4]–3：成功するような STEM プログラムを支援するため公的部門と民間部門の連携を構築する。
[4]–4：教育省や労働統計局から、STEM 分野の学生・親・より幅広い STEM コミュニティ、そして労
働市場に提供されるデータを整備する。































































































































































































門分野に関連した既存の助成金プログラムの約 30%、年間総予算約 1,250万ドルが 2年次以降の専
門分野研究コースの実践への資金援助に集中している。そこで、それら既存の助成金プログラムを





















































クに、2011年には 394,474人と約 7万人（△ 15.5%）減少している。理学部が 87,901人（2000年）
から 80,960人（2011年）と約 7,000人（△ 7.8%）の減少であることと比較すると、理系においても
工学部の学生数の減少は著しい。また、人文科学は 410,979人（2000年）から 385,268人（2011年）
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専門は制御工学。運動物体やシステムを自由自在に操るために必要な、モデリング、
状態推定、制御理論に関連する研究開発に興味を持つ。民間企業の経験から、色々な
意味での産学連携が重要だと考えている。
参考文献9）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 6　日本の大学学部学生数の推移
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